
４４

いわゆる土地国有化の理論的基礎（中）

若干の整理と覚え書

奥　　地　　　正

Ｉ

Ｉ

皿

ｌＶ

Ｖ

Ｍ

　目　　　次

　はじめに
　大土地所有と杜会主義的土地国有化

（１）国家による大土地所有の収奪

（２）国有地における農業の経営形態

（３）土地国有と地代範曉

　農民的土地所有 ・経営と杜会主義的土地国有化

（１）土地国有化へのいま一つの道

（２）農民的土地所有 ・経営から協同組合的土地所有 ・経営へ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（以上，第３１巻第１号）

（３）農業の集団化と地代範曉

　１．　プ ロレタリア権力移成期の農民的経営と地代

　２．協同組合的経営の発展と差額地代止揚の論理

　資本主義的（ブ ノレジ ョア的）土地国有化について

（１）フル／ヨ ア民主主義革命としての土地国有化

（２）ブ ノレジ ョア国家によるｒ共同杜会的条件」整傭のための土地国有化

　１．ｒ経済的進歩」としての土地国有化をめぐっ て

　２．国土環境の緯持 ・改善と土地国有化

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（以上，本号）

　現代目本における土地国有化問題の位相

　おわりに

（３２４）



いわゆる土地国有化の理論的基礎（中）（奥地） ４５

皿　農民的土地所有 ・経営と杜会主義的土地国有化

（３）農業の集団化と地代範鴎

　それでは，ｒ共産主義杜会の第一段階」において，農民的小経営（農民的小

土地所有にもとづくものだげではたく ，国有地の借地彩態での農民的小経営をも含む） ，

およぴ中 ・大農の経営　　全構造的には，当然この他に，第１節でみた国有 ・

国営農場や国有 ・協同組合農場が並存しうる　　が，漸次協同組合的経営 ・土

地所有（集団所有ないし共同所有）に転化し，協同組合経営として発展していく

過程で，農産物の価格や地代は，どのような変化をたどるのであろうか 。

　１．　ブ ロレタリア権力移成期の農民的経営と地代

　まず，ここでは農民的経営は基本的には，農民的土地所有＝私的土地所有を

基礎として経営されるのであるが，しかし，それにもかかわらず絶対地代は彫

成されえない。それはげだし，第一にありうべき国有 ・国営農場や国有 ・協同

組合農場では，私的土地所有の独占はすでに廃絶されており ，そして第二に農

民的小経営の場合には，私的土地所有の独占の結果としての絶対地代は本来 ，

捗成されえないものだからである。この後者については，　『資本論』の次の一

節をみておくだげで，さしあたり十分であろう 。すなわち，「分割地農民にと

って搾取の制限として現われるものは，一方では，彼が小さな資本家である

かぎりでは資本の平均利潤ではなく ，他方では，彼が土地所有者であるかぎり

では地代の必要ではない。小さな資本家としての彼にとっ て絶対的な制限とし

て現われるものは，本来の費用を差し引いてから彼が自分自身に支払う労賃に
　　　　　２１）
ほかならない 。」

　さて，　「土地生産物の平均市場価格がこの場合に（分割地経営の場合に　　筆

者）どのように規制されていようとも，差額地代，すなわち優等地または比較

的好位置にある地所にとっ ての商品の価格の超過部分は，明らかに，この場合

　　　　　　　　　　　　　　　　（３２５）
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　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２２）
にも資本主義的生産様式の場合と同様に存在しなげれぽならない」のであるが ，

このことは当然，杜会主義下におげる農民的小経営はもちろん，その他の経営

（中 ・大農や協同組合農場，国営農場）の場合にも妥当する。そして，杜会主義下

においても，農業の再生産が保障されなければならたいかぎり ，農産物の価格

は最劣等地における標準的経営が投下した杜会的必要労働量を，商品価値の交

換関係を通じて等価補摸しなげれぱならず，こうして，その他の優等地の経営

においてはｒ農産物の杜会的生産費（または杜会的価値）とその個別的生産費
　　　　　　　　　　　　　２３）
（または個別的価値）との差額」が杜会主義的差額地代として彩成されざるをえ

ないのである 。

　それでは，この差額地代は杜会主義杜会にあ って，どのような現象形態をと

り， どのような杜会的関係を通じ。て，どのように帰属するのであろうか。この

問題は，農業の経営様式がこのｒ第一段階」を通じて，農民的経営（土地所有）

から協同組合的経営（土地所有）へと転化し，さらに発展するにともた って ，

当然変化するものであるが，まずその初期の段階については，第皿節でも掲げ

たｒドイッにおける共産党の要求」の次のような内容が注目されるべきであろ

う。

　〔３３〕　６．　 これまで農民を苦しめてきた，あらゆる封建的負担，あらゆる貢租，賦

　役，十分の一税等は，たんらの補償たしに廃止される 。

　　７．王侯領その他の封建的領地，すべての鉱山，炭坑等は，これを国家の財産とす

　る。これらの領地では，農業は，大観模に，科学の最新の方法を用いて ，全国民の利

　益のために経営される 。

　　８　農民の地所に設定された低当権は，国家の財産であると宣言される。農民は ，

　それらの低当権の利子を国家に支払う 。

　　９．小作制度の発達した地方では，地代または小作料は，租税として国家に支払わ

　れる 。

　　６ ，７ ，８ ，９にあげられた，これらの方策はみな，国費の支弁に必要た手段をせ

　ぱめることたく ，生産そのものを傷つけることたしに，農民と小小作人とにたいする

　公共の負担その他の負担を軽減するために，実施されるものである 。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２４）
　　　　　　 マノレクス ・エソゲノレスｒドイツにおげる共産党の要求」（１８４８年）より 。

ここで注目すべきは，第８ ，９項と，それにかかわる説明文であるが，ここ

　　　　　　　　　　　　　　　　（３２６）
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に明示されているのは，第一に大土地所有の収奪という本来の土地国有化とと

もに，農民の自作地に設定された抵当権の国有化であり　　ちなみに１「抵当

権主は，事実上土地所有主である。低当負債者は彼に対しては，恰も小作人の

　　　　　　　　　　　　　　　　　　２５）
土地所有者に対するが如き関係にある 。」　　 ，第二に国家は従来の地代を租

税として収受するとともに，低当権の利子をも収受し，これらを国家の経費に

あてることである。そして，これらの「負担」は，農業のｒ生産そのものを傷

つけることなしに，農民と小小作人とにたいする公共の負担その他の負担を軽

減するために，実施される」という方針からも明らかなように，やがては杜会

主義的差額地代への統合 ・転化か予想されるものであるとい ってよい 。

　ところで，農民的小経営のこの「負担」の間題は，その後 レーニソによって ，

プ回レタリア革命直後の過渡期の問題として，新たに具体的た展開が与えられ

ることになる。レーニソは１９２０年に，　「コミソテルソ大会の農業問題にかんす

る　般的決議」のための原案（全９節からなる）を起草したか，その中でつぎの

ように述べている 。

　〔３４〕二
，・…・・／第三は，小農，すなわち，自分の家族と経営との必要を満たす程度

　のさほど大きくない地所を，所有権か小作権にもとづいてもち，他人の労働力をやと

　わない小農耕者である。この層は，プ ロレタリアートの勝利によっ て， 層とＬて無条

　件に得をする。プ ロレタ／ア 、の勝干
１ヵミ・つぎの李のをすぐさま ・． ま乍完坪彼ら

にあたえるからである
。け）夫主地枯劃三毛１・する地代壬も圭苅１わ庁分あ菟除 ．（乍

　　とえぱ
，フラソス ，おたじくイタリァなどのｍ６ｔａｙｅｒＳ すなわち分益農）

，（口）壷当債

　姦あ菟漆，バ大土地所有老のいろいろの形態の圧制，彼らへの隷属からの解放（森林

　　とその利用など） ，・…

　　四，経済学的な意味で「中農」というのは，やはりわずかな地所を，所有権か小作

　権にもとづいてもっている小農耕者をさすのであるが・．……他人の岬力抑とうば
　あいがかなり多い……

勝利したプ ロレタリアートは
，地代キ壷当壬産止して ，彼らの

　状態を直接に改善してやるであろう 。プ ロレタリア権力は，大多数の国では，げ っし

　てすぐに私的所有を廃止してはならない。ともかく ，プ ロレタリア権力は，少苧チ李

中農にも ，． 彼らそ１その地所をその亨ま持ちつづげることだげでな／
・金ら余普通小作

　　亡そぺ、毛分走合全蔀毛あ鬼赤壬二や手（地企あ産止）ことを，保障するだろう 。…

　集団農業への移行を，プ ロレタリア権力はきわめて慎重に，しかも実例の力で，徐次

　　におこなうべきであ って ，中農にはどんな強制もくわえてはならない 。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　（３２７）
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　五，大農（＜Ｇｒｏｓｓｂａｕｅｒｎ＞）というのは，農業におげる資本主義的企業家であり ，

通則として ，数名の賃金労働者をつかって経営していて ，…… ／しかし，大農の収奪

さえ，け っして勝利したプ 厚レタリアートの直接的な任務とはなりえたい。た普な
ら， こういう経営を杜会化するには，物質的な，とくに技術的な条件が，それから杜

会的な条件もまだないからである。ぱあいによっ ては，おそらく由外南とであろう

苧・．舛坤卵；も・ふ向と虻そ舶紡，壬走舶加ふ紬と＾と触走
部分を没収することもあろう 。……通則として ，プ ロレタリア国家権力は，犬農の土

地をそのままにしておくべきであ って ，それを没収するのは，勤労被搾取者の権力に

反抗するときだげにかぎらたげれぱならない。・・

　六，革命的プ ロレタリアートは，地主，大土地所有者のすべての土地を即時かつ無
条件に没収しなげればならない。…

　勝利したプ ロレタリアートが大土地所有者から没収した土地の経営方式の問題につ

いていえぱ，ロシアではその経済が立ちおくれていたために，これらの土地を分割し

て農民に利用させるのを主として ，いわゆるｒソヴニト農場」として緯持されたもの

は， 比較的まれな例外であ った。……先進資本主義国については，大農業企業の大部

分はそのままにしておいて ，ロシアの「ソヴ ェト農場」の型にならって経営すること

が正しいと ，共産主義イソタナショ ナノレはみとめる 。

　しかしこの原則を過大評価したり ，紋切型にしたりして，収奪された搾取者の土地

の一部をその近辺の小農，ときには中農にただで譲渡することは絶対にゆるさないと

したら ，それは最大の誤りであろう 。

　　　　　　 レーニソ「農業問題についてのテーゼ原案（共産主義イソタナショ ナル
　　　　　　　　　　　　　　２６）
　　　　　　第一回大会のために）」（１９２０年）より 。

　以上，やや長い引用にな ったが，レーニソがわれわれの当面の課題について

ここで新たに展開したことは，マルクスとエソゲルスの土地国有化に関する基

本的な理論を厳密にふまえながら，第一に農民的小経営を擁護し，その状態を

ただちに改善する観点から，旧小作地，すなわち新国有地の従来どおりの耕作

を無条件に保障したこと，その上で第二に，小農民の小作権（耕作権）を改善

・強化する方向で，国家に対する地代，さらには低当権の利子の支払いを免除

たいしは「廃止」したことである 。

　レーニンがこのように農民的小経営の維持 ・改善にわげても留意したのは ，

端的にい って，回シア革命の歴史的経験を経て，プ回レタリア権力の形成期に

ついて，次のような実践的認識が深められたからであろう 。すなわち，第一に

　　　　　　　　　　　　　　　　　　（３２８）
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ブロレタリア権力の形成期には，ブノレジ ョアジーとの闘争において，　「プ ロレ

タリア権力は，中農が中止化し，小農の全部ではなくとも大多数が支持しなげ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２７）
れぼ，ゆるぎないものとはなりえないので」あり ，第二に同時期には，　「ソヴ

ェト農場」の創設や「大経営の国家管理」や大農経営の「杜会化」や「小農耕

者」によるｒ集団的な機械制大規模農業」の形成などのための「物質的な，と

くに技術的な条件カミ，それから杜会的な条件もまだないから」であり ，ｒまた
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２８）
そうした基盤を一挙につくりだすこともできないからである」 。

　２．協同組合的経営の発展と差額地代止揚の論理

　さて，杜会主義下における農業の経営様式の農民的経営（土地所有）から協

同組合的経営（土地所有）への転化とその発展については，第２次大戦後・東

欧諸国の歴史的現実は，次のようなｒ四つの型の農業生産協同組合を析出」し

　　　　　２９）
たといわれる 。

　　 Ｉ型 ：生産手段はすべて個人所有で，所有老が自由に使用し・ただこれを一定の共

　同作業のために一時的にプールするだけである。収穫は耕作者個人に帰属す乱

　　 Ｉ型 ：個人所有地の境界が取り払われるが・共同経営は耕種生産のみに限定され

　る。土地をふくむすべての生産手段が私有のままである点はＩ型と同じである 。

　　 皿， ｗ型 ：耕種，畜産ともに共同化され・土地をのぞく生産手段が共有化され私

　皿型とｗ型の相違は所得の分配方法であり ・前者では土地報酬（地代）と労働報酬の

　二本建てであるのに対し，後老では労働報酬に一本化されてい乱この高次の協同組

　合形態は現在最も一般的であり ・ｌＶ型はソ連の コノレホーズに相当する 。

　東欧杜会主義諸国では戦後，ソ 連とは異なって土地国有化は行なわれず・農

業の杜会主義化は，農業生産の集団化 ・共同化の前進として・すなわち・上掲

の低次の型の組合から高次の型の組合へと発展する過程として実現されたが ・

そのｒ過程で地代の支払は廃止され，それとともに・土地は法的には勤労農民

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　３０）
の私的所有でありながら，経済的には杜会的所有になる」といわれている ・

　しかし，ここで
・・

地代の廃止
’’

といい，また私的土地所有の「杜会的所有」

への転化をい っても，それは事柄の性質からして当然に・個別協同組合内部に

おける，個々の組合員たる農民と組合経営との関係の範囲の間題にすぎたい ・

政治経済学上の問題の核心は，一国杜会主義の農業を構成するすべての協同組

　　　　　　　　　　　　　　　　　（３２９）
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合経営にあ って，農産物の価格がどのようなものとして形成され，そして差額

地代がどのように形成され，またそれがどのように帰属するのかにあるのであ

つて，‘‘地代の廃止
’’

や私的土地所有のｒ杜会的所有」への転化の如何も，一

にこの間題の帰結の如何にかかっているといわねぱたらたい 。

　まず第一に，農産物の価格は最劣等地におげる標準的な協同組合経営におげ

る個別的生産費（個別的価値）を基準として形成（設定）されたげれはたらたい 。

何故なら，もし一杜会主義国の価格機構にして，この条件が垣常的に満たされ

たいとすれば，それはとりもなおさず，農工問の構造的た不等価交換を意味し ，

杜会主義杜会においても貫徹すべきｒ価値法則」（等価交換の原則は，その一側面

である）に，つまりは「生産者の権利は生産者の労働給付に比例する」　「共産

主義杜会の第一段階」の基本原理に背反することにたるからである 、

　農産物のｒ杜会的価値の観定の問題」をめぐっ て， ソ連には従来から次のようた見

解がある。すたわち，ｒ全国的た平均的生産条件のもとで，あるいは平均的な生産条

件をもつ地域で生産物の生産に支出される対象化された労働と生労働支出の平均的た
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　３１）
大きさを生産物の杜会的（国民経済的）価値と認める見解」である。また，わが国で
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　３２）
も同様の見解として ，保志悔氏の説がみられる 。

　これらの見解は，１９５０年代以前のソ連の現実の一つの反映であるとみられるが，杜

会主義農業の経済論理としては，根本的に誤っているといわねぱならない。何故た
ら， 農産物の価格制度がこの見解に立脚するかぎり ，平均以下の土地条件にある経営

は年々， 縮小再生産をまぬかれず，わけても土地条件の相異にもとづく労働報酬の格

差構造が一般化し　　ソ連で ，１９６６年からｒ保証労働支払制」が導入され，東欧諸国
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　３３）
でもｒ協同組合農民に最低労働報酬制を導入」しつつあるのは，一つにはこの問題に

関する改革過程を意味しよう　　 ，資本主義の全発展過程を通じて貫徹してきたｒ都

市と農村の対立」，ｒ都市と農村との分離」，農工問の不均等発展とその格差構造を止

揚してゆく展望は，とうてい望みえたいからである 。

　第二に，　ｒ共産主義杜会の第一段階」において形成されるべき杜会主義的差

額地代は，とのようた形態によっ てであれ　　例えば，農産物の
‘‘

買付格差

価格
’’

制であれ，土地税制であれ，その他であれ　　，国家ファソドヘの編

入によっ て全国（全農業）的にプーノレされ，まずもっ て農業の土地改良をはじ

めとする自然的，杜会的な生産諸条件の改善をめざして投資されなげれはな

　　　　　　　　　　　　　　　　　　（３３０
、）
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らない。　「こうして土地所有者によっ て食われていた資本の全部が，土地労働

の（格差の　　筆者）均等化に，また農業　般に費やされる労働を減少させるの
　　　　　　　　　３４）
に， 役だつであろう 。」

　自然的条件を異にする諸協同組合問の収穫の差（差額地代）が，農民的土地

所有＝私的土地所有に基礎をおいているにもかかわらず，各個別協同組合経営

に（さらには，各農民に）帰属するのではなく ，全杜会的にプールされなければ

ならない理論的な根拠は何か？　　その第一は，農業内部の各協同組合問にあ

っても，当然，　ｒ生産者の権利は生産者の労働給付に比例」しなけれぱならな

いからであり ，第二に，この差額地代の総額は本来，　ｒ虚偽の杜会的価値」と

して，当該杜会主義杜会から全農民に贈与されたもの　　ｒ消費者として見た

杜会が土地生産物のために過多に支拡うもの，それは土地生産での杜会の労働
　　　　　　　　　　　　　３５）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　３６）

時間の実現のマイナスをなす」もの　　に他ならないからである 。

　このような経済構造が実現してなお，地代はいまだ
‘‘

廃止
’’

されはしないの

であるが，しかし，勤労農民の私的所有のｒ杜会的所有」への転化は，その狭

隆な個別協同組合経営の範囲をはるかにこえて ，　
‘‘ 全’’ 協同組合的（‘全” 農民

的）土地所有　　しかし，いまだ全国民的土地所有ではない　　へと発展する

ことになるのである 。

　保志拘氏の所説に対する評注 ：一
　（１）氏は，「土地生産物の現実的労働時間での評価は……優等地，劣等地それぞれの

生産物買い上げ価格の差等の設定ということによって理論的に可能のごとくである

が， 現実的には無数の差等を設げることになる。またさらに現実上の問題として ，評

価さるべきｒ現実的労働時間」の質の差異 ・生きた労働と過去に対象化された労働と

の関係 ・の問題がはいりこんで，事実上困難なことになる。土地条件による生産物価

格の差等の設定は過渡的措置以上の意義は持ちえたいであろう 。」として ，ｒ土地生産

物の現実的労働時間での評価は，土地条件，自然的条件をふくめて ，平均的生産諸条

件で生産される労働時間量が，基準的な労働時間量として設定され，生産物が，それ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　３７）
に照応するｒ価格」で買い上げられること ，……によって貫徹される。」といわれる 。

　しかし，まず，氏のいわれる “現実上の困難”は，何もｒ買い上げ価格の差等の設

定」の場合だげでなく ，氏の「平均」の場合でも同様であり（何故なら ，平均は差等

をもつ全体の平均だから），さらには，これらの「困難」は総じて ，杜会主義計画経

　　　　　　　　　　　　　　　　（３３１）
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済の管理 ・運営上のいわぱ技術的な問題にすぎたい。そして ，この程度の「困難」を

現実に正しく処理でき次くて ，どうして複雑をきわめる現代経済の全体を杜会主義的

に十全に計画し，管理 ・運営することができるであろうか。実際，ソ連などでみられ

　る地帯別買付格差価格制度に関する ，よりｒ経済的に根拠のある買付価格」設定の政

策や，経営グループ別格差価格設定の試みたどは，いかに遅々とした動きではあれ ，

　こうした「困難」への対応過程に他たらない 。

　　（２）ついで氏は，氏の所説をｒ第皿一３表　差額地代の消滅の初期彩態」として表示さ

れ， ｒ平均的条件での労働時問量が基準とたれぱ，優等地において超過部分が生まれ ，

劣等地においては，マイナス超過部分が生まれる。しかし，全杜会的にはこの両部分

　は均等化してゼロとなり ，範晴としての差額地代は消滅する。優導地におげる超過

分， これを差額所得と呼ぶならぱ，……優等地の「差額所得」は，一部分はこの均等

　化（土地のｒ自然的相違の均等化」　　筆者）のために，一部分は全農業労働の生産

性を高めるために役だてられる。」と論じられ，つづいてマノレクスの『学説史』から

　次の一節を引用されている。すなわちｒ土地所有者に食われていた資本全部が土地労
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　３８）
働の均等化，およぴ，農業　般に費される労働の減少に，役だつことになろう」と 。

　　しかし，氏にあ っては何よりもまず，ｒ土地労働の均等化，および，農業一般に費

　される労働の減少」のために，どのようにしてｒ土地所有者に食われていた資本全

　部」が，「役だつこと」ができるのであろうか？　というのは，氏に一あ っては，「平均

　的条件での労働時問量」が農産物のｒ買い上げ価格」の　　したが って ，この場合 ，

　当然想定されているように，売り払い価格の一「基準」とされている結果，すでに

　「差額地代は消減」してゼロとな っており ，したが って ，どのような意味でも現実の

　投資に，「役だてられ」ないからである 。

　　あるいは氏は，いわれるかも知れない。それは，優等地の「差額所得」の調達によ

　って可能である ，と。しかし，このいわれるところの優等地の「差額所得」こそは ，

　劣等地の「生産費」からの控除分（氏のいわれる「マイナス超過部分」）に他たらず ，

　「全杜会的」た価値の再生産の観点からして ，いかたる意味でも農業の，いわれるよ

　うた蓄積ファソドを彩成するものではありえないのである 。

　　氏の所説が意味するところによれぱ，きたるべき杜会主義の下では，農民（または

　協同組合経営　　さらに，氏が想定されているであろうように，国有 ・協同組合経営

　の場合でも ，事態の性質に変わりはない　　）は，次のような状態におかれることに

　なるであろう。すなわち，全農民は何よりもまず，前杜会で享受していた差額地代の

　全額を国家によって収奪される。そして ，この前提条件の下で，平均的条件より劣等

　な土地にあるすべての農民的経営の通常の再生産費から，平均生産費をこえる全生産

　費部分（氏のいわれる「マイナス超過部分」）が収奪され，これが年々の新観投資にふ

　り向けられることによっ て， つまりは，農業全体の，わげても劣等地の農民の，いわ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　（３３２）
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ぼｍカ史牛１によっ て，一つには「全農業労働の生産性」向上を図 って ，農産物の

価格をさらに傾向的に低下させ，二つには農業「技術の工業水準に匹敵する高度化」

（同書２８０頁）を実玩し，さらに三つには、全農業史を通じて形成されてきた土地の

「目然的相違の均等化」をも達成していくこと ，　　このように巨大な “歴史的使命
”

の達成を，農民は遂行しなげれぱたらないことになるであろう 。

　氏によって措定されたこのような農業 ・農民の “運命
’’

は， いっ てみれば資本の本

源的蓄積期にも匹敵する杜会主義の “歴史的大収奪”の中で，きたるべき共産主義の

“千年王国”を渇仰しつつ ，Ｐ申吟しなげればならない農民の姿を，予言するに等しい

のではないだろうか 。

　（３）さきに氏がいわれたこととは反対に，ｒ土地条件による生産物価格の差等の設定

は過渡的措置」ではなく ，氏のいわれるｒ差額地代消滅の最終彩態」（土地のｒ自然

的相違」は完全にｒ均等化」され，農業部門のｒ生産ファソド」の有機的構成が工業

部門のそれと一致するにいたる段階　　同書２８０～８１頁）が実現されたいかぎり ，ｒ共

産主義杜会の第一段階」だけでなく ，そのｒより高度の段階」をも通じて貫徹される

べき ，共産主義杜会の基本的経済論理の一現象形態でありつづげるであろう 。

　この過程で変化するのは，ただ農産物の販売（消費者）価格　　すなわち，本来的

な意味ての杜会的価値　　の水準であ って ，これはｒ第一段階」てのそれか，最劣等

地における標準的経営の個別的価値を基準とするものから，「より高度の段階」では

平均的な土地におげる標準的経営の個別的価値を基準とするものへと転化してゆくで

あろう 。この時，農産物の総販売価格は総買付価格と等しくなるところまで低下し

（ここでは当然，輸送費 ・保管費などの流通費は捨象されている） ，こうＬて差額地

代は，ここではじめて消滅するのである 。

　最後に，　ｒ共産主義杜会のより高度の段階」では，農業と工業の不均等発展

は基本帥こ克服され，　ｒ都市と農村の対立」は止揚され，農業における土地条

件の均等化が巨大な前進を示し，ｒ人問と土地とのあいだの物質代謝」，ｒ人問

が食糧や衣料の彫で消費する土壌成分が土地に帰ること」，つまりｒ土地の豊
　　　　　　　　　　　　　３９）
穣性の持続の永久的自然条件」が根本的に回復され，ｒ農業一般に費やされる

労働」が大きく「減少」し，農産物の生産費が　　したが って，その買付（生

産老）価格が　　　般的に低下する（付図て ，Ｐ１からＰ１へと低下する）構造変

化の中で，農産物の販売（消費者）価格（本来的な意味ての杜会的生産費＝杜会的価

値）が，　ｒ第一段階」での最劣等地における標準的経営の個別的生産費を基準

とするものから，この段階では平均的な土地（中位１の土地）におけるそれを基準

　　　　　　　　　　　　　　　　　　（３３３）
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とするものへと転化される（付図の　　付図共産主義杜会の第１段階から第ｕ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　段階への発展と農産物価格 ・地代の
Ｃ　ＩからＣ１への転化）。　　　　　　　　　　構造変化

　この段階においても土地条件の差　農
　　　　　　　　　　　　　　　　　産
等は，大きく均等化したとはいえ，　襯

　　　　　　　　　　　　　　　　　格
なお残存し，したがって農産物の買　地

　　　　　　　　　　　　　　　　　代付（生産者）価格（個別的生産費＝個別

的価値）の差等は存在するが（付図の

ｐ皿），しかし，劣等地の協同組合

経営からの農産物買付による国家フ　　　　 劣　　　　巾　　　　優土地条件

アソドのマイナスと優等地のそれか　　 （注）Ｐ： 買付（生産者）価格（一個別的生産費）
　　　　　　　　　　　　　　 ４０）　　　　　　　 Ｃ： 販売（消費者）価格（；社会的生産費）

らの買付によるプラスとは均衡し ，

こうＬて杜会主義的差額地代　　ｒ第一段階」を通じて，当該杜会主義国の

ｒ消費者として見た杜会が土地生産物のために過多に支払」いつつげてきた

ｒ労働時問」　　は，その歴史的役割を終え，最終的に消滅するのである ・

　こうして，一杜会主義国を構成するすべての農業協同組合経営において，全

協同組合（全農民）がこれまで全杜会（全国民）から，贈与されつつげてきた杜
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　４１）
会主義的差額地代は最終的に

‘‘

廃止”されるのであるが，この差額地代の消減
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　４２）
とともに　　すたわち，　「土地所有老という階級の基礎」の消減とともに　　 ，

全協同組合的（全農民的）土地所有という階級的土地所有そのものも消減し ，

ここにはじめて全国民的土地所有が成立するのである。　　ｒ土地は全国民だ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　４３）
けが所有できるという決定を，未来はくだすであろう」！

　この時から農業は，はじめて自分自身の足で立ち，工業と手をたずさえて進

むのであるが，　ｒ農業，鉱業，製造業，一言でいえばすべての生産部門は，し

だいに最も効果的た彩態に組織されていくであろう 。生産手段の国民的集中は ，

合理的な共同計画に従って意識的に行動する，自由で平等な生産者たちの諸協
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　４４）
同組合からたる一杜会の自然的基礎となるであろう ・」そして，「発展がすすむ

なかで階級差別が消滅し，結合杜会をつくった諸個人の手に全生産が集中され
　　　　　　　　　　　　　　　　　　４５）
たとき，公的権力はその政治的性格を失う」のである 。

　　　　　　　　　　　　　　　　（３３４）
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２１）　ｒ資本論』第皿巻 ・第６篇第４７章第５節，全集＠ｂ１０３２頁 。

２２）　同前，全集＠ｂｌ０３１頁
。

２３）　 ソ連邦科学院経済学研究所著 ・経済学教科書刊行会訳ｒ経済学教科書』　（改訂

　第三版，１９５９年）第４分冊８９４頁 。

２４）全集　３頁 。

２５）　Ｋカウツキー・ 向坂逸郎訳『農業問題　　近代的農業の諸傾向の概観と杜会

　民主党の農業政策　　』　（下巻，岩波書店）１６１～６２頁 。

２６）　『レーニソ全集』（大月書店）第３１巻１４４～１５０頁。（／印は，段落を示す。圏点

　は筆者による
。）

２７）　 レーニソｒ農業問題についてのテーゼ原案（共産主義イソタナシ ョナル第二回

　大会のために）」　　『レーニソ全集』ゆ１５１頁 。

２８）　同前 ・『レーニソ全集』＠１４９～！５２頁 。

２９）大崎平八郎編著『玩代杜会主義の農業問題』（１９８１年）第９章 ，１９６～９７頁 。

３０）　同前 ，１９８頁
。

３１）　同前 ・第４章，８８頁 。

３２）保志悔『戦後日本資本主義と農業危機の構造』（１９７５年）２７８～８５頁，および

　拙論ｒいわゆる土地国有化の理論的基礎（上）」の第１節 ，注２３） ，および１９）を

　参照 。

３３）前掲ｒ現代杜会主義の農業問題』第６章 ，１３７～３９頁，および第９章 ，２０４頁 。

３４）　『剰余価値に関する諸学説（『資本論』第１Ｖ巻）』第８章，全集＠Ｉ１２８頁
。

３５）　ｒ資本論』第皿巻 ・第６篇第３９章，全集＠ｂ８５３頁 。

３６）ついでに，ここで少し先回りをすれぱ，差額地代の第１彬態と第２形態とを国

　家と経営の間でどう配分するかの問題について ，ソ連では次の三説があるといわ

　れる。（１）ｒ土地の位置と豊度という自然差から生ずる第１彩態は，国家に引渡

　　し，相つぐ投資から生じた第２彩態は経営に残して拡大再生産と勤労者の経済的

　刺較に当て」る ，（２）「第１形態を含めて全差額地代を経営に残し，好条件の土

　地，コストのやすい土地に生産を集中した方が杜会的に有利」である ，（３）ｒ第２

　彩態を含めて全差額地代を国家に引渡すべきだ。第２彩態もやはり土地の質と無

　関係でなく ，これを経営に残すと再生産の経済的条件の差が大きくなる」。一丸

　毛忍ｒソ連の土地問題　　土地国有と地価算定をめくっ て　　」，佐伯尚美 ・小

　　宮隆太郎編ｒ日本の土地間題』（１９７２年）第１４章 ，３７５頁 。

　　興味深い間題であるが，問題の基本構造を論じているこの段階では，諸説の当

　否を含むこの問題の検討には立ち入らない 。

３７）前掲ｒ農業危機の構造』２７８～７９頁 。

３８）　同前 ，２７９～８０頁
。

　　　　　　　　　　　　　　　　（３３５）
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　３９）　ｒ資本論』第Ｉ巻 ・第４篇第１３章第１０節（大工業と農業） ，全集ゆ ａ６５６頁 。
　４０）　ここで，念のために付言しておくと ，ここで論じている農産物の “買付格差価

　　格”が，現実の具体的な制度として ，農産物の一定の形態での買付格差価格制度
　　 として現象するのか，あるいは例えば，買付均一価格制度の下での土地課税額格

　　差制度の形態をとるのか等々の問題は，さしあたりどうでもよいことである
。

　４１）　ここで，本節の前項末尾でみた協同組合の課題（前稿，２２頁参照） ，すなわち ，

　　　「農民協同組合をしだいにより高い移態に移行させ，その協同組合全体および各

　　組合員の権利義務を，大共同杜会のその他の諸部門のそれと均等化させる」（ｒフ

　　 ラソスとドイツにおげる農民間題」より）課題が，基本的に達成される 。
　４２）　全集＠ｂ８５２頁

。

　４３）　マルクス「土地の国有化について」（１８７２年）より 。全集＠５５頁
。

　４４）　同前，５５頁
。

　４５）　ｒ共産党宣言」（１８４７～４８年）より 。全集＠４９５頁
。

ｗ　資本主義的（ブノレジ ヨア的）土地国有化について

　等しく土地国有化とい っても，以上の第皿 ，皿節で論じた杜会主義的土地国

有化と・本節で課題とする資本主義的（フルソヨ ァ的）土地国有化とでは，その

政治経済的性榊こおいて当然，本質的な相異がある。すなわち，前者の杜会主

義的土地国有化は・すでに明らかにしたように，プ ロレタリァートの杜会主義

革命の課題であり ，政権を担当したプロレタリアートが杜会主義経済建設のた

めの基礎構築の一環として，基本帥こはフルシヨ アソーとの階級的対抗関係の

中で，犬土地所有者（ブ ノレジ ョァジー）と農民諸階層（小ブ ノレジ ヨァジー）の土地

について，実施すべきものであ った 。

　これに対して，後者の資本主義的（フルソヨ ァ的）土地国有化は，何よりもま

ず資本主義経済体制の下で，　ｒブノレジ ョァ的改良」としてであれ，一定のｒ経

済的必要」によっ てであれ，あるいはその他であれ，ブノレジ ョァジーのヘゲモ

ニーの下で実施されるべきものであり ，この点において前者のそれとは本質的

た相異をもっ ている 。

　ところで，等しく資本主義的（フノレソヨ ァ的）土地国有化とい っても，それが

　　　　　　　　　　　　　　　　　（３３６）



　　　　　　　　　　いわゆる土地国有化の理論的基礎（中）（奥地）　　　　　　　　　引

資本主義の生成期のものであるのか，あるいは産業資本主義，独占資本｛義の

段階のものであるのか，さらには今目の国家独占資本主義下のそれであるのか
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１）
によっ て， その政治経済的意義や性格は当然，大きく異な ってくるであろう 、

　ここには理論的，実証的に究明されるへき幾多の間題が伏在しているとみら

れるが，本節では小稿の第Ｉ節（前稿）で設定した課題に従 って，以下二，三

の問題を検討しておこう 。

（１）　フルジョ ア民主主義革命としての土地国右化

　資本主義的土地国有化の最初の彫態は，通常，資本主義の彬成期に遂行され

るべきフノレソヨ ア民主主義革命の一環としての土地国有化であるか，この問題

についてはレーニソが，　ｒ１９０５－１９０７年の第一次 ロシア革命における杜会民主

党の農業綱領」において，最初の理論化を行な った。彼は，その「第三章国

有化と公有化の理論的基礎」の中で，まず「土地国有とはなにか？」について ，

マノレクスの規定（次の〔３５〕を参照）にもとづきつつ，次のように論じている 。

　〔３５〕　資本主義的生産様式を前提すれぼ，資本家は，生産の必要な機能者であるだげ

　でたく支配的た機能者でもある。これに反して ，土地所有者はこの生産様式において

　はまったく余計な者である。この生産様式にとっ て必要な＝ことのすべては，土地が共

　有でたいということ ，土地が労働者階級に属したい生産条件として彼らに相対すると

　いうこと ，それだけである 。そして ，この目的は，もし土地が国有化され，したが っ

　て国家が地代を受げ取るとすれぽ，完全に達成される 。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２）
　　　　　　　　　　　『剰余価値に関する諸学説（『資本論』第Ｖ巻）』第８章より 。

　〔３６〕　資本主義的関係のもとでの土地国有は，地代を国家へ引きわたすことであ っ

　て ，それ以上でもそれ以下でもない。……国有（純粋な形での）は，賃金労働者に賃

　金をはらって自分の資本にたいして平均利潤をうけとる農業企業家から ，国家が地代

　をうけとることを前提とする……資本主義杜会におげる土地国有の問題は，本質舳こ

　異なる二つの部分にわげられる 。すなわち ，差額地代の問題と絶対地代の問題とであ

　る。国有化は，前者の領有者をかえ ，後者の存在そのものをくつがえす。したが って

　国有化は，一方では，資本主義の範囲内での部分的改良（剰余価値の一部の領有者の

　変動）であり ，他方では，一般に資本主義の発展全体を妨げている独占の廃止である 。

　　　　　一レーニソｒ１９０５－１９０７年の第一次 ロシア革命におげる杜会民主党の農業

　　　　　　　　　　　　　　　　　　（３３７）



５８　　　　　　　　　　　　立命館経済学（第３ユ巻 ・第３号）

　　　　　　　　　　　　　　　　　３）
　　　　　　　綱領」（１９０７年）第３章より

。

　〔３７〕土地私有の廃止こそは，ブルジ ョア杜会で可能なかぎりの最大限のものであ

　り ，そして ，農業へ自由に資本をもちいるのを妨げ，資本が一つの生産部門から他の

　生産部門へと自由に移動するのを妨げるいっさいの障壁を除去することである。資本

　主義の発展の自由 ，広さ ，速さ ，階級闘争の完全な自由，農業を「苦汗」産業に似た

　ものにしているい っさいのよけいな仲介者の消減　　これこそが，資本主義的生産の

　もとでの土地国有匁のである。……土地国有は，地代の一部を取りさり ，しかも経済

　機構には手をふれることがない……

　　理論的には，国有は農業におげる資本主義のｒ理想的に」純粋な発展をあらわすも

　のである 。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　４）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　同前 ・第３章より 。

　ここに示されているのは，資本主義的（ブルソヨ ァ的）ｒ土地国有」について

の， いわば
‘‘

純粋に理論的
’’

な概念であるが，それでは，この「土地国有」は

一国資本主義のとのような発展段階において，実現可能なのであろうか。この

問題は，　「理論的には，これは論証できない」性質のものであるが，しかし ，

「国有は，資本主義の急速た発展の結果てあるはかりでなく ，その条件でもあ

る。 国有は，農業における資本主義がきわめて高度に発展したときにだけ可能

だっ たと考えるのは，ブルジ ョア的進歩の方策としての国有を否定するものだ

といってもよい。なせなら，農業資本主義の高度の発展は，いたるところで ，

ｒ農業生産の杜会化」すなわち杜会主義的変革を，すでに目程にのせた（新し
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　５）
い諸国でも ，やがてはかならず目程にのせるであろう）からである」。こうして，「土

地国有」実現の発展段階的た条件については，次のようた論述がなされる 。

　〔３８〕　ブルジ ョア的方策としてのブルジ ョア的進歩の方策は，プ ロレタリアートとブ

　ノレジ ョアジーとの階級闘争がはげしく尖鋭化しているぱあいには，考えられない。こ

　のような方策は，むしろ ，まだその力を発展させておらず，その矛盾をまだ最後まで

　展開しておらず，直接に杜会主義的変革をめざすほどの力強いプ ロレタリアートをま

　だつくりだしていないような「若い」ブ ノレジ ョア杜会で，ありそうなことである 。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　６）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　同前 ・第３章より 。

　〔３９〕　 これら二つの障害（マルクスがｒ剰余価値学説史』で指摘した土地国有化の実

　現に対する二つの障害，すなわち，「急進ブルジ ョアは，いっさいの私的所有にたい

　する杜会主義的攻撃の危険，すたわち杜会主義的変革の危険をおもんぱか って ，私的

　土地所有を攻撃する勇気に欠げている」こと ，および，ｒブルジ ョア自身が土地領有

　　　　　　　　　　　　　　　　　　（３３８）



　　　　　　　　　　いわゆる土地国有化の理論的基礎（中）（奥地）　　　　　　　　　５９

　老にた った」こと　　筆者）は，一般的にい って ，資本主義の末期にではなく ，その

　初期にだけ，杜会主義革命の前夜にではなく ，ブ ノレジ ョア革命の時代にだげ，除去す

　ることができる 。…… ブルジ ョア革命の時代には，客観的条件が「急進ブルジ
ョア」

　を勇敢にする。なぜなら，彼らはその時代の歴史的任務を解決しつつあるのであ っ

　て ，階級として ，まだプ ロレタリア革命をおそれるわげがないからである。ブ
ノレ ジョ

　ア革命の時代には，フノレソヨ アソーはまだ土地領有者にな っていなか った。その時代

　には，土地所有にはまだあまりにも封建制度がしみこんでいたのである。そこで，ブ

　ルジ ヨア的農耕者，農業企業家の大衆が，土地所有の主要た諸彩態とたたかい，その

　ため，完全なブ ノレジ ヨア的「土地解放」すたわち国有化を，実践的に実現しようとす

　るという現象が可能とた ってくる 。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　７）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　一同前 ・第３章より 。

　このように，資本主義的土地国有化は，資本主義の形成期，フノレソヨ ア革命

の時代において，大きな実現可能性をもつということであるが・それでは・こ

のような土地国有化の
‘‘

発展段階論”は，ロシアの現実とどのように結びつい

ていたのであろうか。レー二：／はこの点について，結論的に次のような判断を

下している 。

　〔４０〕　
これらすべての点で，ロシアのブ ノレジ ョア革命はとくに好条件にある。純粋に

　経済的な観点から判断すれぱ，……ロシァの土地所有には，地主的土地所有にも農民

　的分与地所有にも ，封建制度の残存物が最大限にのこっ ている…… このような条件の

　もとでは，工業における比較的発展した資本主義と農村のものすごい立ちおくれとの

　あいだの矛盾は驚くべきものとなり ，それは，客観的な諸原因の力によっ て， もっと

　も深刻なブ ノレジ ヨア革命へ，もっとも急速な農業進歩の諸条件の創出へと ，事態をお

　しすすめていく 。土地国有こそは，わが国の農業におけるもっとも急速な資本主義的

　進歩の条件である。わが ロシアには，まだ「土地領有老」にな っておらず，いまの時

　期にはプ ロレタリァの「攻撃」をおそれないですむ「急進ブ ノレジ ョァ」がいる。この

　急進ブルジ ヨアというのは，ロシアの農民である 。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　８）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　同前 ・第３章より 。

　ところで，このような土地国有化の方針は，次のような ロシアの
‘‘

現状分

析” およびｒ農業綱領」と，つまりは，レーニソのいわゆる “農業のブルジ

ヨア的発展をめぐる二つの道
’’

の理論と密接に結びついていたことは・周知の

ところであろう 。

　〔４１〕　 この発展（ロンア農業のフノレノヨ ア的発展　　筆者）の形態は二つありうる 。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　（３３９）



　６０　　　　　　　　　　　　立命館経済学（第３１巻 ・第３号）

　農奴制の残存物は，地主経営の改造という道によっ ても ，また，地主的巨大土地所有

　の廃止という道によっ ても　　すなわち，改良の道によっ ても ，革命の道によっ て

　も ，消滅しうる。ブ ノレジ ョア的発展は，大きな地主経営が先頭に立 って ，これがしだ

　いにますますブ ノレジ ョァ的にな っていき ，農奴制的搾取方法をブルジ ョァ的搾取方法

　によっ てしだいにおきかえてい っても ，すすむことができる。また，ブルジ ョア的発

　展は，小農民経営が先頭に立 って ，これが革命的手段によって杜会という有機体から

　農奴制的巨大土地所有というｒこぶ」をとりのぞき ，そのあとで，巨大土地所有なし

　に，資本主義的農業経営制度の道を自由に発展してい っても ，すすむことができる 。

　　ブ ノレジ ョア的発展の客観的に可能なこの二つの道を，われわれはプ ロシア型の道と

　アメリカ型の道と名づげよう 。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　９）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　同前 ・第１章より 。

　〔４２〕　生産力（杜会進歩のこの最高の基準）の発展をはかるためには，われわれは地

　主型のフノレソヨ ア的進化ではなく ，農民型のフノレソヨ ア的進化を支持しなげれはなら

　ない。前者は，債務奴隷制と農奴制（ブ ノレジ ョア的な音調につくりかえられる）の最

　大限の緯持，生産力のもっとも緩慢た発展，資本主義の発展の渋滞を意味し，広範な

　農民大衆の ，したがってまたプ ロレタリアートの測りしれないほどはるかにはなはだ

　しい困窮と苦悩，搾取と抑圧を意味する。後者は，生産力のもっとも急速な発展と ，

　農民大衆のもっとも良い（商品生産という環境のもとで一般に可能なかぎりでの）生

　活条件とを意味する 。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１０）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　同前 ・第１章より 。

　こうして，レー二：■は ロシア農業の
‘‘

現状分析”によっ て，　ｒブノレジ ョア的

発展の客観的に可能な」二つの道を析出し，その上で「杜会進歩」の観点から ，

‘‘

小農民経営が先頭に立って，農奴制的巨大土地所有を廃止し，巨大土地所有

なしに，資本主義的農業を自由に発展させる
’’

道を支持したのであるが，　ｒ農

業綱領」のこの「方向」の核心をなしたものこそ，さきに検討した資本主義的

（ブ ノレジ ヨァ的）土地国有化の方針に他ならない。そして，ｒ回シァ革命の第一

期の経験は，革命は農民的土地革命としては ’じめて勝利しうること，農民的土

地革命は土地国有化なしにはその歴史的使命を完全にははたしえないことを ，
　　　　　　　　　　　　　　　１１）
最後的に証明した」（同前 ・ｒ結論」より）のである 。

　しかし，以上にみたレーニソの
‘‘

フノレソヨ ア民主主義革命の課題としての土

地国有化
’’

は， ロノア資本主義の歴史的発展の中では，そのままの形では，つ

まりｒブ ノレジ ョァ的進歩の方策」としては実現されずに，一つの歴史的課題と

　　　　　　　　　　　　　　　　　　（３４０）



　　　　　　　　　　 いわゆる土地国有化の理論的基礎（中）（奥地）　　　　　　　　　６！

して存続し，帝国主義戦争としての第一次世界大戦か激化し，世界資本主義の

最も弱い環である当のロノアで，杜会主義革命の課題が歴史的日程として目前

に急迫してくる時点まで，つまりは「杜会主義革命の前夜」までますます大き

な課題として堆積され，そして１９１７年ユＯ月以降，人類史最初のプ ロレタリア杜

会主義革命が勝利する中で実現されることになるのである 。

　こうして，レーニソの
‘‘

資本主義的土地国有化論
’’

は， 歴史的現実の中では ，

プロレタリァ杜会主義革命へと連続的に発展する　ｒフノレソヨ ァ民主主義的変

革」の課題となり ，かつ実現されるのであるが，このことをまた，レーニソは

すでに早くから予見もし（次掲〔４３〕を参照），歴史的現実の発展に照応して，そ

の理論を発展させてい ったのである 。

〔４３〕　民主主義的変革ののちに強固にな ったフノレノヨ アソー（民主主義的変革は，当

然， ブノレジ ョアジーを強固にする）が，労働老の獲得物をも ，農民大衆の獲得物をも

取りあげてしまうか　　それとも ，フロレタリアートと農民大衆が，自分の進路をき

りひらくか，どちらかである。ところで後者のぼあいは，共和制と完全な人民専制で

ある。それは，共和制の獲得という条件のもとで，い っさいの土地を因有化する

フノレ：／ヨ ア民主主義的変革の可能な最大限として ，またフルノヨ ア民主主義の勝利か

ら， 杜会主義のための真の闘争の始めへの ，白然で必要な一歩前進として　　ことを

意味する 。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１２）
　　　　　　　　　　　　 レーニソ「労働者党の農業綱領の改訂」（１９０６年）より 。

〔４４〕　
ロシアの農民の大多数は，土地国有を要求し，実現することができるであろう

か？　疑いもなく ，できる。それは，杜会主義革命であろうか？　否。それはまだブ

ルジ ヨァ革命である。というのは，土地国有は，資本主義と両立できる方策だからで

ある。しかし同時に，それは，もっとも重要な生産手段の私的所有への打撃である 。

　　　　一レーニソ「一つの根本問題（ブ ノレジ ョアジーのがわへ移った杜会主義者
　　　　　　　　　　　　　　１３）
　　　　　　はどう論じているか）」（１９１７年４月）より 。

〔４５〕　戦争は交戦諸剛こ前代未聞の惨禍をもたらしたが，同時にそれは，資本主義の

発展を大いに促進して，独占資本主義を国家独占資本主義に転化させた。その結果 ，

プロレタリアートも ，革命的小 フノレノヨ ア民主主義派も ，資本主義の枠のなかにとと

まっ てはいられたくた った。・

　このような事態のもとでは，農業綱領におげる土地国有は，不可避的に，ちが った

評価をうげるようになる。すなわち　　土地国有は，たんにフノレノヨ ァ革命のｒ最後

の言葉」であるだけではなくて ，杜会主義への一歩でもある。このような一歩をふみ

　　　　　　　　　　　　　　　　　（３４！）
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　出すことなしには，戦争の惨禍とたたかうことはできない 。

　　プ ロレタリアートは，極貧農を指導して ，一方では，重点を農民代表ソヴ ェトから

　農業労働者代表ソヴェトにうつし，他方では，大地主農場の農具類を国有化すること

　と ，農業労働者ソヴヱトの統制のもとに大地主農場から模範経営をつくり出すこと

　を，要求せざるをえない 。

　　　　　　　レーニソｒ１９０５－１９０７年の第一次 ロシア革命における杜会民主党の農業
　　　　　　　　　　　　　　　ユ４）
　　　　　　　綱領」への「あとがき」（１９１７年９月）より

。

　そして，ここでの結論　　端的にいい換えれば，「われわれは，すべての土

地の国有化を，すなわち，国家内のすべての土地を中央国家権力の所有にうつ

すことを，要求したげればならない。…… われわれは，すべての没収された地

主農場に雇農代表ソウェトの統制のもとに大観模な模範農場をつくらせるよう
，

農民委員会の内部で努力しなげればならない」という「わが国の革命におげる

　　　　　　　　　　ユ５）
プロレタリアートの任務」　　 ，それは，前第皿節では農民的経営 ・土地所有

が， その
‘‘

集団化 ・共同化
’’

を媒介として，結局のところ第皿節の結論，すな

わち杜会主義的土地国有化からさらに進んで，全国民的土地所有へと回帰した

とすれぱ，ここでは地主的巨大土地所有の資本主義的（ブルソヨ ァ的）土地国有

化が，ブノレジ ョア民主主義革命がプ 厚レタリア杜会主義革命に連続的に成長転

化する歴史的現実の中で，まずは第皿節の杜会主義的土地国有化に歴史的に収

敏していったことを示しているといってよい 。

（２）　ブルジ ョア国家による「共同社会的条件」整備のための土地国有化

　資本主義的（フルソヨ ァ的）土地国有化について，いま一つ検討しておくべき

課題として，ブルジ ョァ国家がいわゆるｒ共同杜会的条件」を整備するべく実

施する土地国有化の問題がある 。

　周知のように，今日の資本主義国家は般に，例えば治山 ・治水などの国土

保全，道路 ・港湾なとの産業基盤整備，住宅 ・公園などの生活基盤整備など ，
　　　　　　　　　　　　　　　　　　１６）
要するに資本主義杜会の「共同杜会的条件」の整備を，国家的な事業（公共事

業）として実施している。ところで，これらの事業は　般に，次のような政治

　　　　　　　　　　　　　　　　（３４２）
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経済的特質，すなわち，（１）杜会の再生産にとっ て不可欠な部門として，その受

益範囲が杜会の広範な部分におよぶ，（２）その実施のためには巨額で長期の投資

を必要とし，私的資本の活動領域として概して適合的ではない，さらに（３）資本

問の利害調整 ・治安維持 ・軍事などの国家的目的からしても私的資本の手には

ゆだねがたい，なとの特徴をもっ ており ，また，いずれの事業にあ っても施設

の建設 ・管理 ・運営は，土地（狭義の土地だげでなく ，森林 ・湖沼 ・河川 ・海水面な

どを含む広義の土地）と結びついている 。

　ここからして，現代資本主義国家は一般に，そのｒ共同杜会的条件」の整備

のために，しぱしば土地を国有化し，あるいは既存の国有地において，事業を

国営するのであるが，しかし，このような現象は何も現代国家に固有の特徴で

はなく ，資本主義国家の彩成期において，多かれ少なかれすでにみられた現象

であるといってよい 。

　本項の課題領域はもちろん，いまだ現代資本主義下の問題にまでおよぶもの

ではたいが，ここでは上にみた現代的観点をふまえつつ，以下，当面の問題に

かかわる，いくつかの古典的基礎を検討しておこう 。

　１．　ｒ経済的進歩」としての土地国有化をめぐっ て

　さて，ブ ノレジ ョァ国家が，まず最初に行なうべきブノレジ ョァ杜会の「共同杜

会的条件」の整備について，マノレクスはｒ資本論』の第１巻で，資本の回転の

問題とかかわって，次のように述べている 。

　〔４６〕　資本主義的生産の未発展な段階では，長い労働期問を必要とするためにかたり

　長期問にわたって大きた資本投下を必要とする諸企業は，ことにそれがただ大規模に

　しか実行できない場合には，けっして資本主義的には経営されない。たとえぱ共同

　体や国家の費用による（労働力に関するかぎりではやや古い時代にはたいてい強制労

　働による）道路や運河などの場合である 。・

　　労働期間がかなり長い大筑模た事業の遂行がはじめて完全に資本主義的生産のもの

　にたるのは，資本の集積がすでに非常に大きくた っており ，他方では，信用制度の発

　達が資本家に提供する便利な手段によっ て， 自分の資本のかわりに他人の資本を前貸

　しし，したがってまたそれを危険にさらすことができるようになっているときであ

　る 。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１７）
　　　　　　　　　　　　　　　ｒ資本論』第１巻 ・第２篇第１２章（労働期間）より 。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　（３４３）
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　〔４７〕　「造林は，観則的な経営のためには穀物栽培よりも大きた面積を必要とする 。

　というのは，細分地では林業に適した伐採を行なうことができないし，副次的な利用

　はたいていできなくなり ，森林の保護は困難にな ってくるなどということがあるから

　である。……林地の獲得のために投ぜられた資本は」｛共同体生産ではこの資本は不

　要になり ，間題は，ただ，共同体がどれだけの土地を造林のために耕地や牧地から取

　り去ることができるかということだけである｝ｒ長い時問の後にはじめて引き合う収

　益をあげるのであり ，一部分ずつ回転するだけであ って ，完全に回転するには木材の

　種類によっ ては１５０年もの期問を必要とする。そのうえに，永続的な木材生産は，そ

　れ自身，年六の利用高の１０倍から４０倍にのぼる生木の保有を必要とする。それゆえ ，

　ほかに収入もなく広大な森林ももっていない人は，規則的た林業を経営することはで

　きないのである。」（キルヒホーフ ，５８ぺ一ジ 。）

　　長い生産期問（それは相対的に小さな範囲の労働期間しか含んでいない） ，したが

　っ てまた長い回転期間は，造林を不利な私経営部門にし，したがってまた不利な資本

　主義的経営部門にする。たとえ個々の資本家に代わって結合資本家が現われるとして

　も ，資本主義的経営は本質的には私経営なのである。耕作および産業一般の発達は昔

　から森林の破壌に非常に活動的に現われてきたのであ って ，これに比べれぱ，耕作や

　産業が逆に森林の維持や生産のためにや ってきたい っさいのことは，まったく消えて

　なくなるような大きさのものである 。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１８）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　同前 ・第１３章（生産期問）より 。

　このように，資本主義の形成期においては，道路や運河なとの開発 ・整備 ，

林業と森林の保護 ・維持たどｒ共同杜会的条件」の整備は，何よりもまずそれ

に必要た資本が，私的経営の規模をはるかにこえて巨額で長期の回転期間を要

するため，国家的事業として遂行され，また森林の場合には資本の本源的蓄積

の一環として，多かれ少たかれ国有林の形成をみるのであるが，こうした国家

的土地所有と経営は，資本主義の発展にともな って，新たた領域に拡大されて

いく
。

　〔４８〕　とはうもなく成長してゆく生産力がこのようにみずからの資本という性質に低

　抗し，このようにみずからの杜会的な本性を承認するようにますます強くせまってい

　るということ ，このことこそが資本家階級自身に，およそ資本関係の内部で可能たか

　ぎりでこの生産力を杜会的生産力として取り扱うことを，ますますやむなくさせるの

　である。産業の好況期は，信用を無制限に膨張させることによっ て， また恐慌その

　ものも ，大観模な資本主義的企業の倒産をつうじて ，各種の株式会杜においてわれわ

　れが見るようた，大量の生産手段の杜会化の形態に向か って押しすすめる。これらの

　　　　　　　　　　　　　　　　　　（３４４）
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生産手段や交通通信手段のうちには，たとえぱ鉄道のように，もともと非常に巨大た

ために，これ以外のどんな資本主義的利用の彩態もとることのできないものもある
。

ある発展段階に達すると ，この形態でさえもはや十分でなくなる。資本主義杜会の公

式の代表者である国家が，それらの指揮を引きうげなけれぱならなくなる。このよう

に国家的所有に転化させる必要がはじめに現われてくるのは，大規模た交通通信施
設， すなわち郵便，電信，鉄道においてである 。

　ホ　私は，なけれぱならなくなる，と言う 。た畦なら，生産手段または交通通信手段が現実に

　株式会杜の指揮の手に負えないほどに成長し，したがって国有化が経済的に避げられないもの

　とな った場合，ただその場合にだげ，国有化は，今目の国家がそれをおこな っても，一つの経

　済的進歩を意味し，杜会そのものによるいっさいの生産力の掌握への一つの新しい前段階が到

　達されたことを意味するからである 。…・・’

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ユ９）
　　　　　　エソゲノレス「反デ ューリソグ論」第３篇（杜会主義） ・２（理論的概説）

　　　　　　 ・（１８７７～７８年）より 。

　こうして，資本主義的生産様式の下で生産力がますます大きく発展するにし

たがって，「杜会的生産と資本主義的取得とのあいだの矛盾」もまた大きく発

展し，その中で郵便 ・電信 ・鉄道をはじめ，ますます多くの新たな生産領域が

最初は株式会杜の手に，ついでｒ独占」に（ｒ空想から科学へ」では，これが補足

されている），そしてついには国家の手にゆだねられざるをえなくなるのである

が・ ここで注目すべき点は，エ：■ゲルスが，こうしてｒ国有化が経済的に避げ

られないものとなった場合，ただその場合にだけ，国有化は，今日の国家がそ

れをおこな っても，一つの経済的進歩を意味し」ていると把握していることで

あろう 。

　この問題はエソゲノレスの国有化論にかかわる，いわゆる「経済的必然性」を
　　　　　　　　　　　　　　　　２０）
めぐる問題に他ならないのであるが，ともあれ，ここでエソゲルスが把握した

ｒ経済的進歩」としての国有化　　それは何よりもまず，杜会的生産の発展が

所有と経営の杜会化を，資本家階級自身をして，国家の次元にまで促進せしめ

たものである　　，これこそは，マノレクスのいう「杜会的必要」にもとつく土

地国有化（それは，農業生産の杜会化と私的土地所有との矛盾の発展の結果である）か

ら， レーニンのｒ杜会進歩」をめざす土地国有化（それは，・杜会進歩の最高の基

準” である “生産力
’’

の発展をはかるべき「ブルジ ョァ杜会で可能なかぎりの最大限の

　　　　　　　　　　　　　　　　　　（３４５）
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もの」である）にいたるまで，首尾一貫して貫徹してきた土地国有化論の基礎
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２１）
的論理と，正確に軌を一にするものであるといってよい 。

　ユソゲルスのここでの論究が，マノレクスおよびレーニソの概念と異たるとこ

ろはただ一点，すなわち，後者がいわほ
‘‘

下からの国有化
’’

であるのに対して ，

前者は “上からの国有化
”，

すなわちｒ今目の国家がそれをおこな」うという

点であるが，両者の論理の基本的同一性とここでの位相の相異は，ニソゲルス

の次のような論述がこれをあますところなく明示しているといってよい 。

　〔４９〕　近代国家は，これまた資本主義的生産様式の一般的な外的諸条件を，労働者

　や，さらに個六の資本家の侵害から守って緯持するために，ブルジ ョア杜会が自分の

　ためにつくりだす組織にすぎたい。近代国家は，どういう彩態をとっ ているにせよ ，

　本質上は資本家の機関であり ，資本家の国家であり ，観念上の総資本家である。国家

　がますます多くの生産力を引きついで自分の所有に移せぱ移すほど，それはますます

　現実の総資本家とたり ，ますます多くの国民を搾取するようになる。……しかし，絶

　頂にまでのぼりつめたとき ，資本関係はひ っくりかえる。生産力の国家的所有は衝突

　の解決ではないが，しかし，そのなかには，解決の形式的な手段，手がかりが隠され

　ている 。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２２）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　一同前 ・理論的概説より 。

　〔５０〕資本主義的生産様式は，人口の大多数をますますプ 回レタリアに変えてゆくこ

　とによっ て， 没落したくなげれぱどうしてもこの変革をなしとげたげれぱならたい勢

　力をつくりだす。資本主義的生産様式は，大観模な杜会化された生産手段の国家的所

　有への転化をますます押Ｌすすめることによっ て， この変革をなしとげる道をみずか

　ら示す。プ ロレタリアートは国家権力を掌握し，生産手段をまずはじめには国家的所

　有に転化する 。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２３）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　同前 ・理論的概説より 。

　上にみたエソゲノレスの「経済的進歩」としての国有化の論議は，その発展段

階についていえぱ，産業資本主義の段階たいしは独占資本主義の段階への移行

期のものであるが，この論議の延長線上にある，国家独占資本主義の生成期の

論議としては，レーニソの例えば次のような論述を掲げることができよう 。

　〔５１〕　産業の国営化は，ドイツだけでなく ，イギリスでも前進した。独占一般から国

　家独占へと移行した。客観的な事態は，戦争が資本主義の発展を促進し，資本主義か

　ら帝国主義へ，独占から国営へ前進したことを，しめしている。すべてこれらは，杜

　　　　　　　　　　　　　　　　　　（３４６）
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会主義革命を近づけ，そのための客観的諸条件をつくりだした 。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２４）
　　　　　 レーニソｒロシア杜会民主党（ボ）第７回（４月）全国協議会」（１９１７年

　　　　　４月）より 。

〔５２〕前世紀の７０年代のトイソのある機智のある杜会民主主義者は，郵便を杜会主義

経営の見本だと口乎んだ。これはそのとおりである。今目では，郵便は，国家資本主義

的独占の型にしたがって組織された経営である。帝国主義は，すべてのトラストをこ

のような型の組織に徐々に転化させている。ここでは，沢山の仕事をしょわされなが
ら， 飢えている「普通の」勤労老のうえに，同じブルジ ョァ的官僚制度がのしかか っ

ている。しかし，ここには杜会的運営の機構がすでにできあがっている。資本家をう

ちたおし，武装した労働者の鉄腕でこれらの搾取者の反抗を粉砕し，近代国家の官僚

機構を破壌せよ ，一そうすれぱ，われわれの眼前には，「寄生体」をとりのぞき ，

高度な技術を装傭した機構が現れる 。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２５）
　　　　　　　　　　　　　　　 レーニソｒ国家と革命」（１９１７年８～９月）より 。

　ところで，さきのニソゲルスのｒ経済的進歩」としての国有化の論議とかか

わっ て， それでは「経済的進歩」を意味しない，つまりｒ経済的必然性」がな

い国有化とはどのようたものかについてみれぼ，そのような国有化の一形態と

して，いわゆる
‘‘

ビスマノレク的国有化
’’

をあげることができる。ニソゲルスは ，

さきの注記の後段で次のように述べている。すなわち，　ｒビスマノレクが，たん

ら径済的必然性がたいのに，戦争の場合に鉄道幹線をよりよく組織し利用でき

るようにし，鉄道従業員を政府支持の従順な投票者群にそだてあげ，また主と

しては，議会の決議に依存しない一つの新しい財源を手に入れようという，そ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２６）
れだけの目的で，プ ロイセソの鉄道幹線を国有化した……

」， と。

　こうした性格の国有化は，本項のはじめでみた，理代杜会におげる国家的諸

事業の政治経済的特質の（３），すなわち，資本問の利害調整（国民に対する資本の

共通利害の調整を含む） ・治安維持 ・軍事などの国家的目的をもつという特徴と

対応しているといってよいが，ともあれ，こうした国有化と軌を一にするその

後の規定（独占資本主義段階のそれ）については，レーニソの例えぱ次のような

論述を掲げることができる 。

　〔５３〕　トイソの杜会民主主義者は，土地国有の要求をふくむマノレクスの古い綱領をす

　べてしりぞげたが，それはまったく当然のことであ った。なぜたら，ドイッはユソヶ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　（３４７）
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　ル的ブルジ ョア国として終極的に形成され，ブルジ ョア的体制を土台とする運動はみ

　た，ドイツでは決定的にその生命をおえているのであり ，国有化のためのどのような

　人民運動も存在しないし，また存在しえないからである。ユソケノレ的＝ブルジ ョア的

　要素の優越は，国有化計画を実際には玩具に，それどころかユソヶノレが大衆を略奪す

　るための道具に変えてしまっ た。

　　　　　　　 レーニソｒ１９０５－１９０７年の第一次 ロシァ革命における杜会民主党の農業
　　　　　　　　　　　　　　　　　２７）
　　　　　　　綱領」（１９０７年）の「結論」より 。

　〔５４〕資本主義杜会におげる国家独占は，あれこれの産業部門の破産に瀕している百

　万長者のために，収入をたかめたり確実にしたりする手段にすぎない…・．’
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２８）
　　　　　　　　　　　　「資本主義の最高の段階としての帝国主義」（１９１６年）より 。

　ブルジ ョァ国家によるｒ共同杜会的条件」の整備を目的とする国有（国営）

化は，以上にみたように，　ｒ経済的進歩」としての国有化はもちろん，　ｒ経済

的必然性」をもたない，反動的な国有化にあ っても，資本主義の発展にともな

って当然，それ自体としての展開を示すのであるが，しかし，それらはいずれ

にせよ，第一義的には，プロレタリァートがそれを支持するかどうか，あるい

は要求するかどうかといった問題として，提起されたものではなかった 。

　ブ ノレジ ョァ国家による土地国有（国営）化の政治経済的意義は，それがｒ経

済的進歩」を意味するものであるかぎり ，まず第一には，すでにみたように ，

生産の杜会化の巨大な発展が，所有（経営）の杜会化を，ブルジ ョァジー自身

をして，終極的な国家の形態にまで余儀なく発展せしめたということであ った

が， 第二には次の点にあったことをここで確認しておくべきであろう 。すなわ

ち， （１）それは，資本主義がすでにｒ杜会そのものによるいっさいの生産力の掌

握への一つの新しい前段階」に到達したことを示すとともに，また，それが

「杜会主義革命を近っげ，そのための客観的諸条件をつくりだした」というこ

と， そして，（２）プ ロレタリァートが国家権カを掌握したとき，彼らが既存の官

僚機構をとりのぞきさえすれば，そこにはｒ杜会的運営の機構（高度な技術を装

備した機構）がすでにできあがって」おり ，また，プ １コ レタリァートは，それ

までの国有化がｒ変革をなしとげる道をみずから示」したところにしたがって ，

未国有化部門についても容易に，　ｒ生産手段をまずはじめには国家的所有に転

化」しうるということ，これである 。

　　　　　　　　　　　　　　　　　（３４８）
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　そして，　ｒ経済的必然性」のない，反動的な土地国有（国営）化については ，

資本主義の発展にともな って，これはこれで一定の必然性をもっ て展開される

のであるが，こうしたブ ノレジ ョァ国家のｒ寄生性と腐朽」の堆積は，それ自体

の矛盾とプ ロレタリァートの反撃によっ て， 早晩，新たな段階に向げて突き崩

されていくのである 。

　２．国土環境の維持 ・改善と土地国有化

　さて，以上では国有（国営）化とい っても，土地それ自体を明示的に国有化

の対象として論じたものでは必ずしもなかったが，その土地国有（国営）化の

問題に，以上とは異な った視点から接近したのは，Ｋ．カウツキーであ った 。

　カウソキーは，その著ｒ農業問題』の第２編ｒ杜会民主主義的農業政策」に

おいて，　ｒ土地国有」を論じているが，その中で彼は，資本主義的農業経営者

の所有地にかかわる低当権の国有化に否定的見解を示した後，資本主義下の国

有（国営）化について，次のように否定的見解を述べている。すなわち，ｒ国

家は今日においては何よりもまず支配機関である。国家は，経済的機能がまか

される場合にも，決してこの性質を拒否するものではない。……今目でも国家

は通常は私的資本家よりも高価かつ無器用に経営している，すなわち，フノレシ

ョアの側からよく杜会主義に対して持ちかけられる　論難である。だが，これ

は杜会主義に対してでなく ，ただ近代国家に対してのみ当る 。・…・・また支配

機関としての国家の性質に発生する政治的の諸理由が加わる。今目の国家の経

済的権力手段は増大する，すたわちこうい ってもよい，その被支配階級に対す

　　　　　　　　　２９）
る抑圧手段は増加する」，と 。

　こうしてカウツキーは，　ｒプ ロレタリァートが決定的の役割を演じないとこ

ろにおいては，かくて，杜会民主党は必要もなく国家経済や国有の拡大に熱心
　　　　　　　　　　　　　３０）
になる何等の理由をもたない」と彼の原則的な見解を明示するのであるが，し

かし，その上で次のような場合を例外の一つとして，容認している 。

〔５５〕　しかしながら今目においてすらすでに一つの企業の国有化が全体に対して経済

的利益でありうる。このことは，鉄道や多くの鉱山のごとく自然的関係によってにし

ろ， ヵノレテノレ，トラストのごとく杜会的関係によっ てにしろ，独占である経営には当

　　　　　　　　　　　　　　　（３４９）
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　てはまる。ここにおいては，私的独占による公衆の搾取がはなはだしい程度にた っし

　ていることがありうる。この場合とくに国庫が随意に私的独占による搾敢を継続しえ

　次いほどに，政府の人民に対する従属がなされている場合においては，国家経営は困

　難の救済者として現われる 。

　　　　　　　Ｋカウソキー『農業問題　　近代的農業の諸傾向の概観と杜会民主党の
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　３１）
　　　　　　　農業政策一』（１８９８年）第２篇第１章より 。

　ここではカウツキーは，一定の「政府の人民に対する従属」がある場合には ，

ｒ公衆の搾取がはなはだしい」私的独占については，国有（国営）化が望まし

いとしているのであるが，それでは農業については，どのようにみているので

あろうか 。

　〔５６〕７０年代までは，土地の所有はたしかに独占をなしていて，それが人民の搾取を

　はげしくした。だが，交通の発展は農業に対しては一般的にこの独占を壌した，……
　他方において ，農業におげる経営形態は，まだそれが国家経営を要求するようなもの

　ではない。むしろ ，農業的工業　　製糖，火酒醸造，ヒール醸造その他　　の方が本

　来の農業よりも早く国有に成熟するであろう 。国家自身も ，その国有地を自ら耕作す

　るよりも資本主義的農業経営者に小作させることを，今目では選んでいる。杜会民主

　党は，資本主義的国家借地農業者の数を増加し，かつ，政府を国民代表者の予算承認

　から独立せしめる何らの理由もない 。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　３２）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　同前『農業問題』より 。

　こうしてカウソキーは，１９世紀末の先進資本主義国の農業（主としてヨーロヅ

パ諸国とアメリヵの農業）を念頭におきつつ，ブルジ ョァ国家による土地の国有

（国営）化に対しては，第一には彼自身が定立したｒ私的独占による公衆の搾

取がはたはだしい」場合という基準に照らして，第二には，おそらくはエソゲ

ルスの「反デ ューリソグ論」に依拠しつつ，農業の経営捗態の現状からして国

有（国営）化の「経済的必然性」がいまだ存在しないものとして，これを明確
　　　　　　　　　３３）
に否定したのである 。

　ところで，カウツキーは，他の二つの対象領域では，農業の場合とは異な っ

て， 土地の国有（国営）化を強く主張した。その二つの領域とは，他でもない

森林と，水利であるが，まず森林については，　「農村の生業中本来の農業に属

していたい一つの　　もちろん一つの　　いちじるしい部門が例外をなしてい

る。 すなわち森林経営である。森林の合理的経営は資本主義の増殖の欲求と一

　　　　　　　　　　　　　　　　　　（３５０）
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致しない。資本が森林を支配しているところでは，これを破壊している。何故

かというに，優良なる森林経営は資本主義的価値増殖欲求と一致しない。それ

は資本の最も急速なる回転を要求する。だが，森林経営においてはそれはいち
　　　　　　　　　３４）
じるしく緩慢である」として，前掲したマノレクスの論述（引用文〔４７〕を参照）を

引用した後，次のように述べている 。

　〔５７〕　もっぱら資本主義的考量が決定するところにあ っては，あまりに容易に森林の

　最後が告げられる。森林は少しの苛責たく伐採されるからである。それにも劣らず森

　林にとって破壊的となるのは農民の窮乏である。だが，森林はまっ たく ，一国の居

　住，肥沃度，気侯，水利の均勢，水流の増減の調節，山地および海岸における耕地の

　保護等々に対して重大なる意味を有し ，従 って ，その無謀なる荒廃は土地耕作にとっ

　てきわめて重大なる損傷をもたらすものである。それゆえに，しぱしぱ諸国家は，賃

　金労働老の労働力と同様に森林をも資本による濫費から保護するにいたらしめられる

　ことがあ った。　　（また，森林の有無が農業におよほす影響については，　　筆者）

　一の地方では森林が牧野，いな，耕地を犠牲にして増進しているのに，他の地方では

　森林は，それが雪崩や洪水の危険に対する保護として絶対に必要であり ，従 って ，雪

　崩や洪水，山崩れが耕地を破壌するようなところにおいて ，消減してい乱 一方にお

　いて ，耕地が狭められ，農業が森林の過剰のために不可能にされているとすれぱ，他

　方においてはその欠乏によっ て不可能にされている。これか資本主義時代の森林経営

　である 。

　　一は他と同じく破壌的であり ，全体の利益においてその抑止が要求される。このこ

　　とは，森林の国有化によって最も有効に行われうる。それのみが，最も合理的の森林

　経営を確保しうる ，少なくとも ，国家が，財政的に破産しておらず，政府が，スポー

　　ツにょる農業の破壌を高価な特権の一つであると称するところの上流高貴の老の影響

　下にないところにおいては。財政的に健全な民主主義的な国家においては・杜会民主

　党は，プ ロレタリァートがそこでなお影響力に乏しい場合にも ・顧慮なく森林の国有

　を促進すべきであろう 。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　３５）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　一同前『農業問題』より 。

　ここで主張されていること，それは，資本主義経済はあまりに容易に森林

（経営）を破壊するが，しかるに森林は上述のような広範かつ重要な国土環境

の保全機能をもっ ており ，これを私的資本の恋意にゆだねることは，まさに一

国の存立基盤をあやうくする。そこでフノレソヨ ァ国家は，プ ロレタリァートに

ついて杜会政策を実施するように，森林についても資本による濫費から保護す

　　　　　　　　　　　　　　　　　　（３５１）
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るべく ・いわぱ
‘‘

自然政策
’’

を実施する傾向をもつ。そこで，これをより完

全に，全国土的に統一的に実施させるためには，財政的に健全な民主主義的国

家であるかぎり ，プ ロレタリアートのヘゲモニーがいまだ徴弱であ っても，ブ
ノレジ ョァ国家に森林の国有 ・国営化を実施させるべきである，ということであ
る。

　それでは，水利については，どうであろうか 。
　〔５８〕　水利の国有化は森林の国有化と密接に関係がある。この場合考察されるもの
　は・たんに農業の利益　　灌激や排水　　のみでなくして ，ほかになお多くのきわめ
　て重大な利益・ことに交通のそれ　　河川，湖沼，運河航行一ｒ工業のそれがあ
　る。工業はたくさんの水力を必要とし，電気技術の発達とともにますますこれを必要

　とする・次に・衛生上の利益　　沼地の排水，飲料水の供給，糞尿その他塵芥の放出

　　　およぴ公安の利益　　とくに氾濫に対する保護がある。資本主義的生産方法が発
　達するほど・合理的な水利経営は必要となる ，何故かというに，資本主義的生産方法

　は他のいかなる方法よりもはたはだしく ，伐採，沼地の乾燥，湖面の低下，水道，運
　河設備，河川の改修，堰止設傭，等によっ て， 水利の自然的に与えられたる状態に手

　を入れて行く 。……水路の体系が人工的であれぱあるほど，それだげその誤れる方向

　におげる展開がもたらすことのありうる結果は破壊的である。その際，水利の問題
　は・他のいかなる場合におげるよりも全体利益に個別利益が一致しない。人は一の河
　川を法律的に各別の部分に分つことができる。そして，一人の個人にこの個々の部分

　に対する所有権を与えることができる。事実上は，だが，一の河川は，いな一の全河
　川区域は一の全体をなしている ，その発源地域からその河口まで。そして ，その水源

　地域の部分において河川がそこの持主に対してのみ役立つことは，さらに河下の方に

　住む人々にとっては荒廃的の結果をもたらしうる。合理的水流経営とは，一の河川の

　全領域を計画的に統一的視点によって管理することである。そして，これは，その場

　合森林経営と手をたずさえて進またげれぱならぬであろう
。…… あらゆる国有行動が

　国家の掠奪にのみ導くほどに，国家行政が腐敗していず，また，それがあらゆる技術

　的任務に対して何もできないほど官僚的に固随でないところでは，また，国家行政が

　多少とも体裁を整えており ，かつ民主主義的に選挙された人民代表の統制に服してい

　るところにおいては，人は，何らの顧慮なく今目すぐにも水利の国有を促進すべきで

　ある 。

　　ブルジ ョア国家の国家経済がいかに危険なものであれ，また，警察国家のそれがさ

　らに危険なものであれ，水利や森林については，それは，今目においてすでに私経営

　に勝っている 。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　３６）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　同前『農業問題』より 。

　　　　　　　　　　　　　　　　　（３５２）
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　このように，水利の場合もそれが国土環境にもたらす便益は，農業 ・交通 ・

工業 ・上水 ・下水 ・治水等，きわめて多面的で重大であるが，しかるに資本主

義的生産方法の発展がこれらの状態におよぼす影響はきわめて甚大であり ，ま

た， この領域では私的所有（経営）は，概して杜会全体の利益を損なう 。した

がっ て， 全国土的な水利経営を計画的かつ統一的に管理するためには，森林

（経営）の場合と同様に，現資本主義体制の下でも，すみやかにブノレジ ョァ国

家による水利の国有 ・国営化を促進すべきである，というのである 。

　以上のように，カウツキーの土地国有（国営）化論は，彼が定立したｒ私的

独占による公衆の搾取がはなはだしい程度にたっしている」場合という基準

（これは，意義不鮮明であるだげでなく ，プルジ ョア的改良政策としても幻想的である

という他はたい）の問題を別にすれぼ，その対象的条件がほとんど森林と水利に

かぎられており ，また，その目的が国土環境の維持 ・改善におかれている点に

特徴があるといってよいであろう 。この問題は，本項のはじめでみた現代杜会

における国家的諸事業の政治経済的特質の（１），すなわち，杜会の再生産にとっ

て不可欠な部門として，その受益範囲が杜会の広範な部分におよぶという特徴

に対応するものであり ，カウツキーが付した諸々の前提条件からしても，それ

自体としては，ブノレジ ョァ国家による土地国有（国営）化に関する，いわば
‘‘

最小限綱領
’’

であるとい ってもよいであろう 。

　最後に，ここでの問題とかかわって，土地国有（国営）化と地代の間題に言

及しておくと，カウツキーは，水利の国有化にかかわって，次のように述べて

いる。すなわち，　「水利の国有化は，河川の生む地代が低下せず，ことに，水

力を工業的目的のために資本主義的に搾取することが増加する結果，上騰して

いる場合において，たおさら促進さるべきものである。それゆえに，かくのご

とき国有化によっ て， 人民の財政的の負担が加重するというようなものでなく ，

少なくとも，それが巧妙に実施されるところにおいては，国家の富裕が期待さ
　　　　　３７）
るべきである」，と 。

　すでに明らかなように，資本主義下の土地国有（国営）は，絶対地代を廃絶

できるし，差額地代をブルジ ョアジーの共同機関である国家の手に移すことが

　　　　　　　　　　　　　　　　（３５３）
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できる。しかし，この廃絶と転化がいかに巧妙に実施されようとも，プ ロレタ

リアートは必ずしも「国家の富裕」を「期待」することはできたい。それどこ

ろか，資本主義下の土地国有（国営）は，きわめてしはしぱ
‘‘

国家の貧困化
’’

を，
フルショ ア杜会の「共同杜会的条件」の荒廃を，つまりはプ ロレタリアー

トの生存条件の貧困化をもたらした 。

　土地国有化がしぱしば農民からの土地収奪として行なわれ，　「国家がますま

す多くの生産カを引きついで自分の所有に移せぱ移すほど，それはますます現

実の総資本家とたり ，ますます多くの国民を搾取するようになる」（エソゲノレ

ス）という基本的た傾向を今はさておくとしても，国家が差額地代や，さらに

は絶対地代の収奪によっ ても蓄積した「国家の富裕」が，フノレショ ア杜会の再

生産過程でとのように帰属し，とのように再投入されるのか，がここでの問題

となるであろう 。

　まず第一に，　「国家の富裕」はしぱしば，ブノレジ ョア国家による戦争遂行や

資本の局蓄積実現なとのために，国庫を通じて “財政的収奪
’’

を受け，かくし

て「土地を，共同的永久的所有として，入れ替わって行く人問世代の連鎖の手

放すことのできたい存在 ・再生産条件として，自覚的合理的に取り扱うことに
　　　　　　　　　　　　　　　　３８）
代わって，地力の搾取や乱費が現われ」，国土環境は荒廃した。第二に，　ｒ国

家の富裕」（差額地代）はしばしぱ，ブルジ ョア国家の経済政策，国土開発政策

を通じて，土地利用資本なと私的独占による分げ取りにゆだねられ　　　つに

は， 土地生産物（土地利用）価格の平均生産価格（中位の土地条件におげる平均的

生産価格）への引き下げによっ て， 二つには，差額地代の再投資による限界地

（都市圏境 ・耕境 ・伐境 ・利水境など）の地力略奪的拡大によっ て　　，かくして

同様に，　「地力の搾取や乱費」が「人問と土地とのあいだの物質代謝を援乱」

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　３９）
し， 国土環境の再生産 メカニ ズムを破壌した。第２次大戦下，森林乱伐など

“総力戦”遂行の一帰結としての，わが国戦後における森林 ・治山 ・治水など

国土環境の巨大な荒廃，そして，その後のｒ高度経済成長」期における国有林

の大増伐 ・「合理化」と，その帰結としての自然と国土の荒廃（森林資源の荒廃

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　４０）
・自然破壊 ・山地災害 ・森林生態の破壌 ・水質汚染等々）は，上に述べた事柄の一つ

　　　　　　　　　　　　　　　　（３５４）
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の生きた証斑に他たらない 。

　歴史的現実の展開にして上述のようであるとすれぼ，ブルジ ョァ国家による

森林 ・水利など土地の国有（国営）化は，カウツキーのいうように，たとえもろ

もろの前提条件が付されていても，「国家の富裕」を「期待」することは，きわ

めて困難であると言わねはたらない。そして，資本主義下の土地国有について ，

次に掲げる栗原百毒の論述のように，ほとんと無限定な，　般的観定を与える

とすれば，それはもはや幻想的であるという他ないであろう 。すなわち，「そ

れ（資本主義下の土地国有　　筆者）はまた，差額地代をフルノヨァ階級の共同

機関たる国家にうつすことによっ て， 差額地代部分たる超過利潤移成の資本主

義的不合理性をある程度まで是正する　　徴収した総差額地代を劣等地の国家

的改良の財源，ないし農産物高価格の平均的是正の財源等に使用することによ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　４１）
って　　可能性をもつくりだしうるものである」，と。このような論理は基本

的には，資本主義下の土地国有（国営）の下では容易に実現されるものではな

く， すでにみたところから明らかなように（小稿第皿節の（３）を参照），杜会主義

的土地国有化の下でこそ，現実性をもつものであると言うべきであろう 。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　〔未　完〕

　　１）　さらに，先回りしていえぱ，等しく資本主義経済体制下の土地国有化であ って

　　　も ，いわゆる「民主的国有化」の一環としての土地国有化（ま，そのヘゲモニーが

　　　ブルジ ョアジーにはないという点で，本節の資本主義的（ブ ノレジ ョア的）土地国

　　　有化とは根本的に異たるものであるカミ，この問題は本節の課題からぱ，隔たると

　　　 ころまだかなり遠い。たお，「民主的国有化」については，例えば，『国家独占資

　　　本主義（マノレクス主義政治経済学概論）』　（フラソス 共産党中央委員会経済部 ・

　　　　『ニコノミー・ 二・ ポリティーク』誌，大島雄一他訳，１９７５年）下巻を参照 。

　　２）全集（『マルクス ・エソゲルス全集』　以下同じ）＠１４２頁 。

３）　『レーニソ全集』＠２９６ ，２９９頁 。

４）　同前 ，３１７，３２０頁
。

５）　同前 ，３２０～２１頁
。

６）　同前 ，３２１頁
。

７）　同前 ，３２２～２３頁
。

８）　同前 ，３２３頁 。

９）　同前 ，２３４～３５頁 。

　　　　　　　　　　　　　　　（３５５）
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　同前 ，２３９～４０頁 。

　同前，４３７頁 。

　『レーニソ全集』＠１７３～７４頁 。

　『レーニソ全集』ゆ１８８頁 。

　『レーニソ全集』＠４４２～４３頁 。

　レーニソ「わが国の革命におげるプ ロレタリアートの任務（プ 回レタリア党の

政綱草案）」（１９１７年４月）より 。『レーニソ全集』ゆ５５頁 。

　『大月 ・経済学辞典』４３４頁の「杜会資本」の項，および宮本憲一ｒ現代資本

主義と国家（現代資本主義分析４）』（１９８１年）の７６～７８頁を参照 。

　全集ゆ２８５ ，２８７頁
。

　同前，２９８～９９頁 。

　全集ゆ２８６頁。なお，ｒ空想から科学への杜会主義の発展」，全集＠２１７～１８頁を

も参照 。

　この点については，例えぱ玉村博巳ｒ現代の公企業と国有化』（１９８２年）の第

４章を参照 。

　ちたみに，玉村博巳氏は前掲書（１６８頁）で，ｒニソゲノレスのいう「経済的必然

性」による国有化とは，……結論をいえば，国有化される部門 ・企業がその発展

の時期をすでに終え，その利潤率がきわめて低く ，しかもそれが恒常化している

こと ，それが基本的な要因 ・理由とな って国有化される場合を指している」とし

ておられるが，この指摘が問題の核心をつくものであるかどうかについては，大

いに検討を要するであろう 。

　全集ゆ２８７～８８頁
。

　同前 ，２８９頁 。

　『レーニソ全集』ゆ２４０頁 。

　『レーニソ全集』＠４６０頁 。

　全集＠２８７頁
。

　『レーニソ全集』＠４３９頁 。

　『レーニソ全集』ゆ２５０頁 。

　Ｋカウソキー・ 向坂逸郎訳ｒ農業問題　　近代的農業の諸傾向の概観と杜会

民主党の農業政策　　』（下巻，岩波書店）１６５～６６頁。ただし，漢字と仮名つか

いは改めてある（以下，同じ）。

　同前 ，１６７頁 。

　同前 ，１６６頁 。

　同前，１６７頁 。

　ちなみに，レーニソは，ｒ１９０５～１９０７年の第一次ロシア革命におげる杜会民主

　　　　　　　　　　　　　　　（３５６）
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　党の農業綱領」において ，「トイソの杜会民主主義者は，土地国有の要求をふく

　むマノレクスの古い綱領をすべてしりぞげたが，それはまったく当然のことであ っ

　た」（前掲引用文〔５３〕を参照）と述べており ，問題が少なくともドイツに関す

　るかぎり ，レーニソはカウツキーのここでの見解を支持していたとみられる 。

３４）　同前ｒ農業問題』１６８頁 。

３５）　同前 ，１６９～７１頁
。

３６）　同前 ，１７１～７２頁
。

３７）　同前，１７２頁 。

３８）　ｒ資本論』第皿巻 ・第６篇第４７章第５節 ，全集＠ｂ　ｌ０４０頁 。

３９）　ちなみに，ｒ資本主義的農業のどんな進歩も ，ただ労働者から略奪するための

　技術の進歩であるだけではなく ，同時に土地から略奪するための技術の進歩でも

　あり ，一定期問の土地の豊度を高めるためのどんな進歩も ，同時にこの豊度の不

　断の源泉を破壌することの進歩である。」　 ｒ資本論』第Ｉ巻 ・第４属第１３章第

　１０節（大工業と農業） ，全集＠ ａ６５７頁 。

４０）林業構造研究会編ｒ目本経済と林業 ・山村問題』（１９７８年）の序章（拙論） ，第

　１章第３節などを参照 。

４１）栗原百議『農業問題入門』（！９５５年）２３２頁 。

（３５７）




